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題危険物施設＊1における事故は、火災（爆発を含む。）

と危険物＊2 の流出に大別される。危険物施設の火災

＊1� 危険物施設：消防法で指定された数量以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う施設として、市町村長等の許可を受けた施設で、以下の

とおり、製造所、貯蔵所及び取扱所の３つに区分される。

＊2� 危険物：消防法（第２条第７項）では、「別表第一の品名欄に掲げる物品で、同表に定める区分に応じ同表の性質欄に掲げる性状を有

するものをいう。」と定義されている。また、それぞれの危険物の「性状」は、「消防法別表第一備考」に類別に定義されている。

硝酸アンモニウム

固形アルコール

及び流出事故件数は、平成６年（1994 年）から増

加傾向にある。令和３年中は、火災事故が 224 件、

流出事故が 422 件で合計 646 件となっており、前年

より 84件増加している（第 1-2-1 図）。

危険物施設等における災害危険物施設等における災害
の現況と最近の動向の現況と最近の動向

危険物施設等における災害対策危険物施設等における災害対策第第２２節節

（各年中）

（備考）１　「危険物に係る事故の概要」により作成

� ２　事故発生件数の年別傾向を把握するために、震度６弱以上（平成８年（1996 年）９月以前は震度６以上）の地震により発生した件数を除く。

第 1-2-1 図　危険物施設における火災及び流出事故発生件数の推移
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１．火災事故

危険物施設における令和３年中の火災事故の発

生件数は 224 件となっており、平成元年（1989 年）

以降火災事故が最も少なかった平成５年（1993 年）

の 107 件と比較すると、危険物施設が減少している

にもかかわらず、約 2.1 倍に増加している。主な発

生要因については、維持管理不十分、操作確認不十

分等の人的要因によるものが多くを占めている。

（１）危険物施設における火災事故発生件数と被害

令和３年中の危険物施設における火災事故の発生

件数は 224 件（対前年比 37 件増）、損害額は 70 億

4,692 万円（同 59億 5,657 万円増）、死者は０人（同

２人減）、負傷者は 36人（同３人増）となっている（第

1-2-2 図）。

また、危険物施設別の火災事故の発生件数をみる

と、一般取扱所が最も多く、次いで製造所、給油取

扱所の順となっており、これらの３施設区分の合計

で全体の 95.1％を占めている（第 1-2-3 図）。

一方、火災事故 224 件のうち 110 件（全体の

49.1％）は、危険物が出火原因物質となっている（第

1-2-4 図）。

（２）危険物施設における火災事故の発生要因

令和３年中に発生した危険物施設における火災事

故の発生要因をみると、人的要因が 53.6％、物的

要因が 27.2％、その他の要因、不明及び調査中を

7,047

発生総数

第 1-2-2 図　危険物施設における火災事故発生件数と被害状況

第 1-2-3 図　危険物施設別火災事故発生件数

第 1-2-4 図　出火原因物質別火災事故発生件数

（備考）「危険物に係る事故の概要」により作成

（備考）１　�「危険物に係る事故の概要」により作成

	 ２　�小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。

（備考）１　�「危険物に係る事故の概要」により作成

	 ２　�小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。
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合計したものが 19.2％となっている（第 1-2-5 図）。

また、着火原因別にみると、静電気火花が 50 件

（対前年比 19件増）と最も多く、次いで過熱着火が

26件（同３件減）、高温表面熱が 23件（同４件減）、

電気火花が 23 件（同 14 件増）となっている（第

1-2-6 図）。

（３）無許可施設における火災事故

危険物施設として許可を受けるべき施設であるに

もかかわらず、許可を受けていないもの（以下「無

＊3� 仮貯蔵・仮取扱い：危険物施設として許可を受けていない場所において、所轄消防長又は消防署長の承認を受け、10 日以内の期間に

限り、消防法で指定された数量以上の危険物を仮に貯蔵し、又は取り扱うことをいう。

許可施設」という。）における令和３年中の火災事

故の発生件数は７件（対前年比４件増）であり、死

者は０人（前年同数）、負傷者は３人（同１人増）

となっている。

（４）危険物運搬中の火災事故

令和３年中の危険物運搬中の火災事故の発生件数

は１件（対前年比１件増）となっている。

（５）仮貯蔵・仮取扱い中の火災事故

令和３年中の仮貯蔵・仮取扱い＊3 中の火災事故の

発生件数は０件（前年同数）となっている。

２．流出事故

危険物施設における令和３年中の危険物の流出事

故の発生件数は422件となっており、平成元年（1989

年）以降流出事故が最も少なかった平成６年（1994

年）の 174 件と比較すると、危険物施設数が減少し

ているにもかかわらず、約 2.4 倍に増加している。

主な発生要因については、人的要因によるもの、物

的要因によるものいずれも多数発生しているが、物

的要因によるもののうち、特に腐食疲労等劣化等の

経年劣化によるものが増加している。

（１）危険物施設における流出事故発生件数と被害

令和３年中の危険物施設における危険物の流出事

故の発生件数（火災に至らなかったもの）は、422

件（対前年比 47件増）、損害額は４億 7,673 万円（同

２億 4,787 万円増）、死者は１人（同１人増）、負傷

者は 28人（同５人増）となっている（第 1-2-7 図）。

また、危険物施設別の流出事故の発生件数をみる

と、一般取扱所が最も多く、次いで給油取扱所、屋

外タンク貯蔵所の順となっている（第 1-2-8 図）。

一方、危険物施設における流出事故発生件数のう

ち、98.3％が石油製品を中心とする第４類の危険物

の流出となっている。これを品名別にみると、第２

石油類（軽油等）が最も多く、次いで第１石油類（ガ

ソリン等）、第３石油類（重油等）の順となってい

る（第 1-2-9 図）。

維持管理

不十分

41件(18.3%)

火災事故

発生総数

224件

(100%)

人的要因
120件
(53.6%)

物的要因
61件
(27.2%)

その他

の要因

26件(11.6%)

不明
15件

(6.7%)

調査中 2件(0.9%)

操作確認

不十分
38件

(17.0%)

誤操作 19件
(8.5%)

破損
3件
(1.3%)

操作

未実施

13件

(5.8%)

腐食疲労等劣化
25件

(11.2%)

設計不良

12件

(5.4%)

施工不良
15件(6.7%)

類焼

19件

(8.5%)

放火等 1件(0.4%)

風水害等 5件(2.2%)

監視不十分 9件(4.0%)

交通事故 1件(0.4%)

故障
6件(2.7%)

（令和３年中）

（令和３年中）

第 1-2-5 図　発生要因別火災事故発生件数

第 1-2-6 図　着火原因別火災事故発生件数

（備考）１　�「危険物に係る事故の概要」により作成

� ２　�小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。

（備考）１　�「危険物に係る事故の概要」により作成

� ２　�小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。
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（２）危険物施設における流出事故の発生要因

令和３年中に発生した危険物施設における流出事

故の発生要因をみると、人的要因が 35.3％、物的

要因が 55.0％、その他の要因、不明及び調査中を

合計したものが 9.7％となっている。

また、発生要因別にみると、腐食疲労等劣化によ

るものが 151 件（対前年比 22 件増）と最も多く、

次いで操作確認不十分によるものが 69件（同 13件

増）、破損によるものが 30件（同５件増）となって

いる（第 1-2-10 図）。

477

第 1-2-7 図　危険物施設における流出事故発生件数と被害状況

（備考）「危険物に係る事故の概要」により作成

第 1-2-8 図　危険物施設別流出事故発生件数 第 1-2-9 図　流出物質別流出事故発生件数

（備考）１　�「危険物に係る事故の概要」により作成

	 ２　�小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。

（備考）１　「危険物に係る事故の概要」により作成

	 ２　�小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。
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（３）無許可施設における流出事故

令和３年中の無許可施設における流出事故の発生

件数は７件（対前年比５件増）であり、死者は０人

（前年同数）、負傷者は２人（同２人増）となっている。

（４）危険物運搬中の流出事故

令和３年中の危険物運搬中の流出事故の発生件数

は６件（対前年比３件減）であり、死者は０人（前

年同数）、負傷者は２人（同２人増）となっている。

（５）仮貯蔵・仮取扱い中の流出事故

令和３年中の仮貯蔵・仮取扱い中の流出事故の発

生件数は０件（前年同数）となっている。

１．危険物規制

（１）危険物規制の体系

消防法では、①火災発生の危険性が大きい、②火

災が発生した場合にその拡大の危険性が大きい、③

火災の際の消火が困難であるなどの性状を有する物

品を「危険物」として指定し、これらの危険物につ

いて、貯蔵・取扱い及び運搬において保安上の規制

を行うことにより、火災の防止や、国民の生命、身

体及び財産を火災から保護し、又は火災による被害

を軽減することとされている。

なお、危険物に関する規制の概要は、次のとおり

である。

・指定数量（消防法で指定された、貯蔵又は取扱い

を行う場合に許可が必要となる数量）以上の危険

物は、危険物施設以外の場所で貯蔵し、又は取り

扱ってはならず、危険物施設を設置しようとする

者は、その位置、構造及び設備を法令で定める基

準に適合させ、市町村長等の許可を受けなければ

ならない。

・危険物の運搬については、その量の多少を問わず、

法令で定める安全確保のための基準に従って行

わなければならない。

・指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いなどの基

準については、市町村条例で定める。

（２）危険物施設の現況

ア　危険物施設数の状況

令和４年３月 31 日現在の危険物施設の総数（設

置許可施設数）は 38万 8,576 施設となっている（第

1-2-1 表）。

施設区分別の割合をみると、貯蔵所が 68.3％と

最も多く、次いで取扱所が 30.4％、製造所が 1.3

％となっている（第 1-2-11 図）。

危険物行政の現況危険物行政の現況
操作確認

不十分

69件(16.4%)

流出事故

発生総数

422件

(100%)

人的要因
149件
(35.3%)

物的要因
232件
(55.0%)

その他

の要因

27件

(6.4%)

不明 11件(2.6%)

調査中 3件(0.7%)

維持管理

不十分 15件

(3.6%)

誤操作
19件
(4.5%)

設計不良 7件(1.7%)

操作未実施

19件(4.5%)

監視

不十分

27件(6.4%)

腐食疲労等劣化
151件
(35.8%)

施工不良

24件

(5.7%)

故障
20件

(4.7%)

悪戯 1件(0.2%)

風水害等 12件(2.8%)

交通事故 14件(3.3%)

破損
30件

(7.1%)

（令和３年中）

第 1-2-10 図　発生要因別流出事故発生件数

（備考）１　�「危険物に係る事故の概要」により作成

� ２　�小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。
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イ　危険物施設の規模別構成

令和４年３月 31 日現在における危険物施設総数

に占める規模別（貯蔵最大数量又は取扱最大数量

によるもの）の施設数では、指定数量の 50 倍以下

の危険物施設が、全体の 75.2％を占めている（第

1-2-12 図）。

（３）危険物取扱者

危険物取扱者は、「甲種」「乙種」「丙種」の３つ

に区分されており、区分によって取り扱うことがで

きる危険物の種類が異なる。危険物施設での危険物

の取扱いは、安全確保のため、危険物取扱者が自ら

行うか、その他の者が取り扱う場合には、甲種又は

乙種危険物取扱者が立ち会わなければならないとさ

れている。

令和４年３月 31 日現在、危険物取扱者制度発足

以来の危険物取扱者試験の合格者総数（累計）は

1,003 万 3,491 人となっており、危険物施設におけ

る安全確保に大きな役割を果たしている。

第 1-2-1 表	 危険物施設数の推移

（各年３月 31 日現在）

（備考）　「危険物規制事務調査」により作成

第 1-2-11 図　危険物施設数の区分別の状況

（令和４年３月 31 日現在）

第 1-2-12 図　危険物施設の規模別構成比

（令和４年３月 31 日現在）

（備考）１　「危険物規制事務調査」により作成

	 ２　�小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。

（備考）１　「危険物規制事務調査」により作成

	 ２　�倍数は貯蔵最大数量又は取扱最大数量を危険物の規制に関

する政令別表第三で定める指定数量で除して得た数値であ

る。

	 ３　�小数点第二位を四捨五入のため、合計等が一致しない場合

がある。
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ア　危険物取扱者試験

令和３年度中の危険物取扱者試験は、全国で

4,278 回（対前年度比 187 回増）実施された。受験

者数は 34 万 2,492 人（同５万 162 人増）、合格者

数は 14 万 9,368 人（同１万 6,331 人増）で平均の

合格率は約 43.6％（同 1.9％減）となっている（第

1-2-13 図）。

この状況を試験の種類別にみると、受験者数では、

乙種第４類が最も多く、次いで丙種、甲種となって

おり、この３種類で全体の約８割を占めている。

イ　保安講習

危険物施設において危険物の取扱作業に従事する

危険物取扱者は、原則として３年に１度、都道府県

知事が行う危険物の取扱作業の保安に関する講習

（保安講習）を受けなければならないこととされて

いる。

令和３年度中の保安講習は、全国で延べ 1,853 回

（対前年度比 42回増）実施され、18万 7,837 人（同

1万 7,063 人増）が受講している（第 1-2-2 表）。

（４）事業所における保安体制

令和４年３月 31 日現在、危険物施設を所有する

事業所総数は、全国で 17 万 5,402 事業所となって

いる。

事業所における保安体制の整備を図るため、一定

数量以上の危険物を貯蔵し、又は取り扱う危険物施

設の所有者等には、危険物保安監督者の選任、危険

物施設保安員の選定、予防規程の作成が義務付けら

れている。また、同一事業所において一定の危険物

施設を所有等し、かつ、一定数量以上の危険物を貯

蔵し、又は取り扱うものには、自衛消防組織の設

第 1-2-13 図　危険物取扱者試験実施状況

第 1-2-2 表　危険物取扱者保安講習受講者数及びその危険物取扱者免状の種類別内訳

（各年度）

（備考）　「危険物取扱者・消防設備士試験・免状統計表」（（一財）消防試験研究センター）により作成
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置、危険物保安統括管理者の選任が義務付けられて

いる。

（５）保安検査

一定の規模以上の屋外タンク貯蔵所及び移送取扱

所の所有者等は、その規模等に応じた一定の時期ご

とに、市町村長等が行う危険物施設の保安に関する

検査（保安検査）を受けることが義務付けられてい

る。

令和３年度中に実施された保安検査は 209件であ

り、そのうち屋外タンク貯蔵所に関するものは 207

件、移送取扱所に関するものは２件となっている。

（６）立入検査及び措置命令

市町村長等は、危険物の貯蔵又は取扱いに伴う火

災防止のため必要があると認めるときは、危険物施

設等に対して施設の位置、構造及び設備並びに危険

物の貯蔵又は取扱いが消防法で定められた基準に適

合しているかについて立入検査を行うことができ

る。

令和３年度中の立入検査は 14 万 4,116 件の危険

物施設について、延べ 15万 6,713 回行われている。

立入検査を行った結果、消防法に違反していると

認められる場合、市町村長等は、危険物施設等の所

有者等に対して、貯蔵又は取扱いに関する遵守命令、

施設の位置、構造及び設備の基準に関する措置命令

等を発することができる。

令和３年度中に市町村長等がこれらの措置命令等

を発した件数は162件となっている（第1-2-14図）。

２．石油パイプラインの保安

（１）石油パイプライン事業の保安規制

石油パイプラインのうち、一般の需要に応じて石

油の輸送事業を行うものについては、石油パイプラ

イン事業法により、事業の許可や工事計画の認可、

保安検査等が行われ、その安全性を確保している。

石油パイプライン事業法の適用を受けている施設

は、現在、成田国際空港への航空燃料輸送用パイプ

ラインだけであり、それ以外のパイプラインは、消

防法において移送取扱所として規制されている。

（２）石油パイプラインの保安の確保

石油パイプライン事業法に基づく成田国際空港へ

の航空燃料輸送用パイプラインについては、定期的

に保安検査等を実施するとともに、事業者に対して

は、保安規程を遵守し、法令に定める技術上の基準

に従って維持管理、点検等を行わせ、その安全の確

保に万全を期することとしている。

第 1-2-14 図　危険物施設等に関する措置命令等の推移

（備考）　「危険物規制事務調査」により作成
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１．官民一体となった事故防止対策の推進

危険物施設における火災及び流出事故の発生件数

は、平成６年（1994 年）頃を境に増加傾向に転じ、

依然として高い水準で推移している（第 1-2-1 図）。

危険物施設における事故を防止するためには、事

業所の実態に応じた安全対策や、危険物施設の経年

劣化をはじめとする事故要因への対策を適切に講じ

る必要がある。

このような状況を踏まえ、関係業界や消防機関等

により構成される「危険物等事故防止対策情報連絡

会」において、平成 28 年３月、事故防止対策をよ

り効果的なものとするため、「危険物等に係る重大

事故の発生を防止すること」が目標として定められ、

この目標に向けた関係業界や消防機関等の取組を取

りまとめた「危険物等事故防止対策実施要領」が毎

年度策定されている。

今後も、事故に係る調査分析結果等の情報共有や、

各地域における取組の推進など、関係機関が一体と

なって事故防止対策を推進していく必要がある。

２．�科学技術及び産業経済の進展等を踏まえ

た安全対策の推進

科学技術及び産業経済の進展等に伴い、危険物行

政を取り巻く環境は常に変化しており、新たな危険

性物質の出現、危険物の流通形態の変化、危険物施

設の多様化・複雑化、設備・機器の高経年化等への

対応が求められている。

消防法上の危険物に指定されていないが、同様の

火災危険性を有するおそれのある物質や火災予防又

は消防活動に重大な支障を生ずるおそれのある物質

（消防活動阻害物質）への対応を図るため検討会を

毎年開催しており、新たな化学物質等について広く

調査を行うとともに、火災危険性を有するおそれの

ある物質等を抽出して性状確認等を行っている。令

和３年度における検討の結果を踏まえ、令和４年８

月に、触媒や殺菌剤、農薬、染料及び洗剤の原料等

に使用される「４―メチルベンゼンスルホン酸及び

これを含有する製剤（４―メチルベンゼンスルホン

酸５％以下を含有するものを除く。）」を新たに消防

活動阻害物質に加える省令改正を行い、これを貯蔵

し、又は取り扱う際に、その旨を消防機関に届け出

なければならないこととした。

また、近年、危険物施設は高経年化が進み、腐食・

劣化等を原因とする事故件数が増加しており、AI

や IoT等の最新技術を活用した効果的な予防保全の

実現などが期待されていることから、これらの活用

について柔軟な対応ができるよう調査検討を行って

いる（特集４の２（３）を参照）。

このほか、我が国において 2050 年カーボンニュ

ートラル及び 2030 年度における温室効果ガスの 46

％排出削減の実現を目指していることを踏まえ、「リ

チウムイオン蓄電池に係る火災予防上の安全対策に

関する検討会」を開催し、リチウムイオン蓄電池に

係る消防法上の規制の合理化を検討している。

３．大規模災害への対応

大規模な自然災害の発生等に伴い、危険物施設に

おいて流出事故等が発生した場合には、周辺住民の

安全や産業、環境等に対して多大な影響を及ぼすお

それがあることから、適切に安全確保を図る必要が

ある。一方、災害時の応急対策や復旧の段階におい

て、ガソリン等の燃料の緊急的な供給、被災地の危

険物施設や関係者の負担軽減等を図るため、消防法

令の弾力的な運用が求められている。

風水害対策については、令和２年３月に危険物施

設の形態別による対策上のポイントやチェックリス

トを「危険物施設の風水害対策ガイドライン」とし

て公表し、令和３年３月にはガイドラインの更なる

利活用を目的に、対策を実行する際の初動対応に関

するフローチャートを追加した。

さらに、小規模な屋外貯蔵タンクについて、東日

本大震災の際の津波や、近年の風水害に伴い、タン

ク本体や附属配管が破損し、石油類が流出する事例

が散見されることを踏まえ、令和２年度から３年度

にかけて「屋外貯蔵タンクの津波・水害による流出

等防止に関する調査検討会」を開催し、津波・水害

に対する小規模な屋外貯蔵タンクの流出等防止対策

の検討を行った。この検討会で提案する対策工法を、

事業者等が津波・水害対策として活用できるよう、

令和４年３月に「小規模屋外貯蔵タンクの津波・水

害対策工法に係るガイドライン」として公表した。

４．�給油取扱所（ガソリンスタンド）におけ

る業務等のあり方に関する検討

石油製品需要の更なる減少が見込まれる中、ガソ

危険物行政の課題危険物行政の課題
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リンスタンドにおいて経営の多角化等が進められて

いる。このような状況を踏まえ、令和３年 12 月か

ら「給油取扱所における業務等のあり方に関する検

討会」を開催し、ガソリンスタンドにどのような用

途の建築物を設けることができるかや、給油業務を

行っていない時間帯における施設でどのような業務

が認められるか、どのような安全対策が必要かなど、

ハード・ソフトの両面から安全性を確保した上での

ガソリンスタンドにおける業務のあり方を検討して

いる。

５．�危険物輸送の動向等を踏まえた安全対策

の検討

危険物の輸送に関しては、近年、関係事業者が国

際輸送用コンテナを用いた危険物輸送を行う際の手

続や、危険物が混載されている貨物に係る情報の伝

達方法、また、海外製の特殊な容器等を用いた危険

物の新たな輸送形態の法令上の取扱いなどについて

見直しの必要性が高まっている。

こうした状況を踏まえ、令和３年８月から「危険

物輸送の動向等を踏まえた安全対策の検討会」を開

催し、安全かつ円滑に危険物を輸送するための調査

検討を行っている。


